
第１号議案 

　　　令和７年度吉川市一般会計補正予算（第６号） 

　令和７年度吉川市一般会計補正予算（第６号）は、次に定めるところによる。 

　（歳入歳出予算の補正） 

第１条　既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ８１０，１１９千円を追加し、歳

入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ３０，５２５，２６８千円とする。 

２　歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予

算の金額は、「第１表　歳入歳出予算補正」による。 

（繰越明許費） 

第２条　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１３条第１項の規定により翌年度に

繰り越して使用することができる経費は、「第２表　繰越明許費」による。 

　　令和８年２月５日提出 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　吉川市長　中原恵人



 第１表　歳入歳出予算補正

 歳　入 (単位　千円)

15. 国庫支出金 5,811,172 785,508 6,596,680

2. 国庫補助金 919,238 785,508 1,704,746

19. 繰入金 821,753 24,611 846,364

1. 基金繰入金 756,172 24,611 780,783

29,715,149 810,119 30,525,268

款 項 補正前の額 補 正 額 計

歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計
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 歳　出 (単位　千円)

3. 民生費 12,933,150 356,205 13,289,355

1. 社会福祉費 4,868,382 104,533 4,972,915

2. 児童福祉費 6,059,382 251,672 6,311,054

5. 農林水産業費 317,218 5,564 322,782

1. 農業費 317,218 5,564 322,782

6. 商工費 154,565 443,265 597,830

1. 商工費 154,565 443,265 597,830

7. 土木費 3,556,529 3,732 3,560,261

3. 都市計画費 2,159,150 3,732 2,162,882

9. 教育費 3,620,700 1,353 3,622,053

2. 小学校費 657,734 855 658,589

3. 中学校費 362,935 498 363,433

29,715,149 810,119 30,525,268

款 項 補正前の額 補 正 額 計

歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計
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第２表　繰越明許費

款 項 事　業　名 金　額

３．民生費 １．社会福祉費
物価高騰対策商品券発行事業（住民税非
課税世帯分）

94,974

千円

３．民生費 ２．児童福祉費 物価高対応子育て応援手当支給事業 242,238

３．民生費 ２．児童福祉費
物価高騰対策商品券発行事業（ひとり親
家庭等分）

5,216

５．農林水産業費 １．農業費 農業者緊急支援給付金給付事業 5,564

６．商工費 １．商工費 商業活性化推進事業 3,500

６．商工費 １．商工費 物価高騰対策商品券発行事業 439,765

９．教育費 ２．小学校費
物価高騰対策商品券発行事業（小学校就
学援助世帯等分）

855

９．教育費 ３．中学校費
物価高騰対策商品券発行事業（中学校就
学援助世帯等分）

498
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 １　総　括

 歳　入 （単位　千円）

15. 国庫支出金 5,811,172 785,508 6,596,680

19. 繰入金 821,753 24,611 846,364

29,715,149 810,119 30,525,268

歳入歳出補正予算事項別明細書

款 補正前の額 補　正　額 計

歳　　入　　合　　計
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3. 民生費 12,933,150 356,205 13,289,355

5. 農林水産業費 317,218 5,564 322,782

6. 商工費 154,565 443,265 597,830

7. 土木費 3,556,529 3,732 3,560,261

9. 教育費 3,620,700 1,353 3,622,053

29,715,149 810,119 30,525,268

 歳　出

歳　　　出　　　合　　　計
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款 補正前の額 補　正　額 計



（単位　千円）

351,633 4,572

5,564

423,287 19,978

3,732

1,292 61

785,508 24,611

補 正 額 の 財 源 内 訳

特　　　　　定　　　　　財　　　　　源

国県支出金 地方債 その他
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一般財源



２　歳　入

(款)15.国庫支出金 (項) 2.国庫補助金

 1. 総務費国庫補助金 475,322 545,508 1,020,830

 2. 民生費国庫補助金 215,357 240,000 455,357

919,238 785,508 1,704,746

(款)19.繰入金 (項) 1.基金繰入金

 1. 財政調整基金繰入金 227,897 24,611 252,508

756,172 24,611 780,783

計

計
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目 補正前の額 補　正　額 計



（単位　千円）

 1. 総務費補助金 545,508 物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金 545,508

 4. 児童福祉費補助金 240,000 物価高対応子育て応援手当支給事業費補助金 240,000

 1. 財政調整基金繰入金 24,611 財政調整基金繰入金 24,611

19.繰入金

節

区　　分 金　　額
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説　　　　　　明



３　歳　出

(款) 3.民生費 (項) 1.社会福祉費

 1. 社会福祉総 473,434 95,362 568,796 91,027 4,335

務費 国 (91,027)

 2. 障害福祉費 2,598,763 1,808 2,600,571 1,808

国 (1,808)

 3. 高齢者福祉 861,772 7,363 869,135 7,363

費 国 (7,363)

4,868,382 104,533 4,972,915 100,198 4,335

(款) 3.民生費 (項) 2.児童福祉費

 1. 児童福祉総 763,827 245,216 1,009,043 244,979 237

務費 国 (244,979)

 4. 子ども・子 2,584,331 6,456 2,590,787 6,456

育て支援給 国 (6,456)

付費

6,059,382 251,672 6,311,054 251,435 237

(款) 5.農林水産業費 (項) 1.農業費

 3. 農業振興費 20,163 5,564 25,727 5,564

国 (5,564)

補 正 額 の 財 源 内 訳

特　定　財　源

国県支出金 地方債 その他

計

計
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目 補正前の額 補　正　額 計
一般財源



（単位　千円）

10. 需用費 100 50.物価高騰対策商品券発行事業（住民税非課税世帯分） 95,362

11. 役務費 288   10 需用費 100

12. 委託料 4,974 　　　印刷製本費 100

18. 負担金補助及 90,000   11 役務費 288

び交付金 　　　通信運搬費 288

  12 委託料 4,974

　　　商品券事務委託料 4,974

  18 負担金補助及び交付金 90,000

　　　商品券利用交付金 90,000

11. 役務費 6 40.障がい者福祉施設支援事業 1,808

18. 負担金補助及 1,802   11 役務費 6

び交付金 　　　手数料 6

  18 負担金補助及び交付金 1,802

　　　福祉施設等事業継続支援金 1,802

11. 役務費 8 91.高齢者福祉施設等支援事業 7,363

18. 負担金補助及 7,355   11 役務費 8

び交付金 　　　手数料 8

  18 負担金補助及び交付金 7,355

　　　福祉施設等事業継続支援金 7,355

12. 委託料 216 90.物価高対応子育て応援手当支給事業 240,000

18. 負担金補助及 245,000   18 負担金補助及び交付金 240,000

び交付金 　　　物価高対応子育て応援手当 240,000

91.物価高騰対策商品券発行事業（ひとり親家庭等分） 5,216

  12 委託料 216

　　　商品券事務委託料 216

  18 負担金補助及び交付金 5,000

　　　商品券利用交付金 5,000

11. 役務費 6 50.幼児教育・保育施設支援事業 6,456

18. 負担金補助及 6,450   11 役務費 6

び交付金 　　　手数料 6

  18 負担金補助及び交付金 6,450

　　　福祉施設等事業継続支援金 6,450

11. 役務費 64 60.農業振興事業 5,564

18. 負担金補助及 5,500   11 役務費 64

び交付金 　　　通信運搬費 50

 5.農林水産業費

節
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説　　   明
区　　分 金   額



317,218 5,564 322,782 5,564

(款) 6.商工費 (項) 1.商工費

 2. 商工振興費 91,281 443,265 534,546 423,287 19,978

国 (423,287)

154,565 443,265 597,830 423,287 19,978

(款) 7.土木費 (項) 3.都市計画費

 1. 都市計画総 152,477 3,732 156,209 3,732

務費 国 (3,732)

2,159,150 3,732 2,162,882 3,732

(款) 9.教育費 (項) 2.小学校費

 2. 教育振興費 109,513 855 110,368 816 39

国 (816)

657,734 855 658,589 816 39

(款) 9.教育費 (項) 3.中学校費

 2. 教育振興費 82,120 498 82,618 476 22

国 (476)

362,935 498 363,433 476 22

補 正 額 の 財 源 内 訳

特　定　財　源

国県支出金 地方債 その他

計

計

計

計

計
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目 補正前の額 補　正　額 計
一般財源



（単位　千円）

　　　手数料 14

  18 負担金補助及び交付金 5,500

　　　農業者緊急支援給付金 5,500

11. 役務費 253 10.商業活性化推進事業 3,500

12. 委託料 69,512   18 負担金補助及び交付金 3,500

18. 負担金補助及 373,500 　　　産業振興推進事業費補助金 3,500

び交付金 80.物価高騰対策商品券発行事業 439,765

  11 役務費 253

　　　通信運搬費 253

  12 委託料 69,512

　　　商品券事務委託料 69,512

  18 負担金補助及び交付金 370,000

　　　商品券利用交付金 370,000

11. 役務費 2 30.公共交通対策事業 3,732

18. 負担金補助及 3,730   11 役務費 2

び交付金 　　　手数料 2

  18 負担金補助及び交付金 3,730

　　　公共交通事業継続支援金 3,730

12. 委託料 65 30.物価高騰対策商品券発行事業（小学校就学援助世帯等分） 855

18. 負担金補助及 790   12 委託料 65

び交付金 　　　商品券事務委託料 65

  18 負担金補助及び交付金 790

　　　商品券利用交付金 790

12. 委託料 43 30.物価高騰対策商品券発行事業（中学校就学援助世帯等分） 498

18. 負担金補助及 455   12 委託料 43

び交付金 　　　商品券事務委託料 43

  18 負担金補助及び交付金 455

　　　商品券利用交付金 455

 9.教育費

節
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説　　   明
区　　分 金   額


